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　タイトル    人件費の硬直化を解く   　

    今、4件の経営改善計画書の作成を同時進行しています。

どのお客さまも、知恵を絞りに絞って、今までにない改善、

そして、今まで踏ん切りがつかなかったことのスクラップ

を勇敢に推し進めており、支援する側としてもとても気持

ちが入っています。

計画作成のセオリーは、とにかく財務健全化、そのために
は固定費の徹底的な圧縮です。
減価償却費は既存支出なので圧縮は不可能ですから、どう

しても人件費の話しにきりこまなければならない、という

のが実情です。

世界を見渡すようになって、実際に感じることは、日本人

の人件費は本当に高額になっているということです。世界

中でダントツに高いです。

国でみると、群を抜いたお金持ちの数はそれほど多くはな

いと思うのですが、いわゆる中流層が高い。

    世帯収入（共働きを前提）で言うと 700 万～ 800 万円

あたりのところですが、その世帯の労働価値を世界基準
で計ると、おそらく 400 万円前後ではないかというのが
今の私の所見です。

中国の人件費の高騰と日本の人件費の下落。その間の均

衡点で、今後の世界基準の世帯収入が決まっていくので

はないでしょうか。そうすると、おそらく 300 万～ 400

万円ぐらいなのかな、と感じています。

それぐらいのコストにならないと、グローバルスタンダ

ードの中で戦っていけないでしょう。よって、大企業は

今後もどんどん人件費を削減する方向に舵を切っていく

でしょう。従って、今後のＩＴ化（人力の減少化）は必

然の流れです。

生活防衛も進み、消費者物価も下がり続けて行くなかで、

今後、経営者は利益を確保していかなければなりません。

従って、人件費の硬直化を解くことは必須命題なのです。

    人件費の硬直化の原因は、業務範囲が狭いベテラン職

員の給与であることが少なくありません。これは職員の

責任ではなく、硬直化を放置してしまった経営側の責任

の方が大きいと思います。

従って、そのことを認めた上で、会社の許容総人件費を

算出し、はみ出る部分は、給与カット若しくは依願退職

などを行うしかないと思います。

しかし、大切なことは、今後硬直化をさせない仕組みづ
くりです。その鍵は、採用後の教育メニューです。「こ
の業務しかできません」という社員を作らないことです。

そのためには、採用後 3ヶ月から半年ぐらいで新しい業

務を担当させ、3年～ 5年で、社内の全ての作業が出来

るようにしてしまう事ではないかと思うのです。

ファストフードや小売店はもっと短いスパンで教育しま

す。原則論だと 18 ヶ月（1年半）ですね。

    硬直化しやすい職種は、職人系です。飲食であれば調

理人、製造業やサービス業であればノウハウを持ってい

る職人。営業系は意外と硬直化しにくいです。おそらく

営業は知識よりも販売方法と人脈にノウハウがあり、そ

れを持ったまま企業間を移動することができるからだと

思います。

従って、教育メニューとしては、その硬直化しやすい職
人系の教育メニューをどうやって細分化し、教科書化し
ていくかが重要だと思います。

しかし、いざ、取り組んでみると分かるのですが、これ

は本当に大変な作業です。数年かけて、下手したら 10
年ぐらいかけて創り上げていく、という気概がないと、
人に仕事が付いている現状に甘んじ続けてしまうことに
なります。しかし、世界の潮流は止めることはできませ

ん。先に抜きん出るしかないのです。

世界の流れを読めば、教科書づくりは必然です。是非、

前向きにご検討ください。では、また。


